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１．コンクリート舗装の現状 

我が国におけるセメントコンクリート舗装（以下、

コンクリート舗装という）は、第一次高度経済成長

期の1950年代から1960年頃では、舗装された道路全

体に占める割合が30%程度であった。しかし、コンク

リート舗装の採用割合は年々減少し、近年では道路

舗装に占める割合が5%程度で横ばいの状態であり、

これは諸外国と比較して低い割合である（図）。 

 

図 各国の道路舗装の割合 

 
写真１ 国道20号東京都八王子市のコンクリート舗

装（1957年供用開始、撮影は2014年2月） 

近年の我が国においてコンクリート舗装が採用さ

れてこなかった理由としては、アスファルト舗装と

比較して初期コストが高い、破損した場合の補修が

困難、路面下の占用工事等の掘り返しが困難、乗り

心地や騒音に問題がある等が考えられる。 

しかしコンクリート舗装は、アスファルト舗装に

比べて耐久性が高く、施工から50年以上経過しても

供用されている事例（写真１）もあるなど、適所で

の活用や適切な維持管理により、その長所が十分に

発揮されている例もある。 

２．コンクリート舗装の適用性の検討  

舗装のライフサイクルコスト低減には、コンクリ

ート舗装の活用が有効な手段の１つであることから、

その採用に適した諸条件の抽出に取り組んでいる。 

2014年度は、全国の約20箇所において目視等によ

りコンクリート舗装の損傷状況を調査するとともに、

道路の諸条件（採用工法、舗装構成、交通量及び大

型車混入率、道路構造条件、線形等）を調査し、両

者の相関性を整理することで、コンクリート舗装が

適する（適しない）条件の抽出を行っている。 

３．コンクリート舗装の維持管理手法の検討 

コンクリート舗装は、アスファルト舗装と構造お

よび損傷形態が異なるため、適切な点検・診断手法、

維持修繕工法の選定方法の検討も必要である。点検

手法については2013年度より検討を行ってきたが、

これにもとづいて実際に現道において点検を実施し、

問題点の洗い出し等を進めている。また、既設のコ

ンクリート舗装を補修した箇所について、用いた補

修工法、補修した時点の損傷状況、補修からの経年

数、補修箇所の劣化・損傷状況を調査することで、

補修工法の適切な選定方法の検討を行っている。 

４．今後の取り組み 

これらの検討を踏

まえて、コンクリー

ト舗装を現場で活用

するための技術資料

をとりまとめ、現場

に発信していきたい。 
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写真２ コンクリート舗装特

有の目地部の損傷及

びその補修状況 
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１．はじめに  

道路の老朽化や大規模な災害の発生の可能性等も

踏まえた道路の適正な管理を図るため、平成25年に

道路法の一部が改正された。道路法第42条第2項にお

いて政令で定めることとされている維持・修繕の技

術的基準について、「点検に関する基準を含むもの

でなければならない」とされ、定期点検の基準の確

立が求められた。 

２．定期点検要領の策定  

全国約70万の橋梁や約1万のトンネル等を、近接目

視により5年に1度の頻度で点検すること等を定めた

道路法施行規則が平成26年3月31日に公布、7月1日に

施行された。さらに、省令及び告示の規定に基づい

て行う点検について、最小限の方法、記録項目につ

いて定めた定期点検要領が平成26年6月25日に策定

された。この、定期点検要領には、付録として、一

般的構造と主な着目点、判定の手引きも示された。 

省令・告示、定期点検要領の体系

道路法

政令

省令・告示

通知
定期点検要領

・道路法施行規則第４条の５の２の規定に基づいて行う点検に

ついて、最小限の方法、記録項目を具体的に記したもの

・「一般的構造と主な着目点」、「判定の手引き」

H26.3.31公布
H26.7. 1施行

H26.6.25策定

・維持、点検、措置を講ずることを規定

・トンネル、橋その他道路を構成する施設若しくは工作物又は

道路の附属物のうち、損傷、腐食その他の劣化その他の異状

が生じた場合に道路の構造又は交通に大きな支障を及ぼす

おそれがあるものについて点検を行うことを規定

・必要な知識と技能を有する者が、５年に１回の頻度で、近接

目視により行う

・健全性の診断結果を４段階に区分

・道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もって一

般交通に支障を及ぼさないように努めることを規定

 

図-1 維持管理における技術基準の体系 

３．道路構造物の現状の分析 

 国総研では、これまで蓄積されてきた直轄管理の

各種道路構造物の点検結果を分析し、現状把握～将

来予測～措置内容の決定～措置の実施というサイク

ルの適切な実施に向けた研究を進めてきている。例

えば、直轄道路橋の定期点検結果（図-2）1)からは、

経年的に状態は悪くなる一方で、供用後40年以降で

は補修等が実施された結果と思われる状態の回復が

見られるなど、早い段階で適切な措置を行うことで

管理する構造物全体としての平均的な状態を良好に

維持できる可能性が示唆される。また、実構造物で

生じている損傷事例を収集、分析し、構造物の損傷

を確認する際の着目点や診断する際の技術的な留意

事項について把握してきた2)～6)。こうした実構造物

から得られた技術情報を、定期点検要領原案作成に

あたって提供し、反映された。また、定期点検を行

うにあたって、最低限必要な知識と技能を習得する

ことを目的とし実施されている道路構造物管理実務

者研修に使用する資料作成も行った。 

 

 

 

 

 

図-2 経過年による直轄道路橋の判定区分の変化 

４．おわりに  

策定された定期点検要領による点検が全国で実施

され各道路構造物が適切に維持管理される。今後、

蓄積される点検結果に基づき構造物の状態を分析し、

各種道路構造物の合理的な維持管理手法の確立や長

寿命化に資する研究を進める。 
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